第３章　指針の解説等
本章では、指針を統一的に運用していくために必要な事項を取りまとめたものです。
本指針は、指針策定時に得られている知見をもとに、「災害廃棄物の処理指針に係る検討会議」において議論、検討された事項等を中心に決定したことを記述しています。
今後、指針を運用していくにあたり、新たな知見が得られること、様々な課題や想定外の事項が生じることなどが想定されますが、必要に応じ、修正や追加を行うこととします。
○本解説の記述形式
本解説の記述形式は、原則、以下のとおりとしますが、記載事項がない場合には省略する場合があります。また、指針の条文が複数に分かれている場合には、各項ごとに説明を行うこととしますが、趣旨については最初の項の　説明時にまとめて行うこととします。

○　表題
	· 標題
　指針本文


１　目的
	１　目的
この指針は、東日本大震災により発生した災害廃棄物（以下「災害廃棄物」という。）を府域に　　　おいて処理を行う場合に技術的な観点から必要な事項を定めることにより、府民の健康に影響が　ないことを前提に、被災地における災害廃棄物の処理を支援することを目的とする。


〔趣　旨〕
この指針の目的を定めたものであり、本指針の解釈及び運用は、この目的規定を基本として行われるものです。また、災害廃棄物を受入れ・処理するために必要な事項を定め、府民の健康に影響がないよう処理することで　府民の安全・安心を確保しつつ、被災地の災害廃棄物処理の推進を支援する目的を明記しています。
〔解　説〕
１　「災害廃棄物」とは
　本指針では、災害により発生した災害廃棄物のうち、東日本大震災により発生した災害廃棄物を対象とします。
被災地から発生している廃棄物のうち災害廃棄物でない廃棄物、被災地以外の地域から発生する廃棄物、　及び東日本大震災以外の震災により発生した災害廃棄物については、本指針の対象外となります。

＜本指針の対象となる廃棄物の例＞
○東日本大震災により発生した廃棄物であって、仮置場に集積された可燃廃棄物
　 ＜本指針の対象とならない廃棄物の例＞
○被災地で発生する廃棄物であって、震災以降に発生した一般廃棄物もしくは産業廃棄物
○被災地以外の地域で発生する廃棄物であって、震災以前もしくは震災以降に発生した一般廃棄物もしくは産業　廃棄物
○東日本大震災以外の震災により発生した災害廃棄物
２　「府域」とは
本指針で定める「府域」とは、大阪府域全域を意味します。
３　「被災地」とは
東日本大震災で発生した津波により、東日本の太平洋沿岸部全域が被災を受けましたが、本指針では「岩手県」及び「宮城県」を「被災県」とし、被災県のうち震災による被害を受けた市町村を「被災地」とします。参考として、　　岩手県の被災地に該当する市町村を表-3.1.1に示します。　
表－3.1.１　岩手県の被災地に該当する市町村
	市町村名

	洋野町
	田野畑村
	大槌町

	久慈市
	岩泉町
	釜石市

	野田村
	宮古市
	陸前高田市

	普代村
	山田町
	大船渡市


４　「処理」とは
災害廃棄物の処理とは、被災地から府域への運搬、府域内での運搬、選別・中間処理、並びに埋立処分を　いいます。
　なお、「府域内での運搬」には「府域に陸揚げされた港湾埠頭から選別施設への運搬」、「選別施設から焼却　施設への運搬」並びに「焼却施設から埋立処分場までの運搬」が、また、「選別・中間処理」には「選別・仕分け　処理」、「焼却処理」が含まれます。
　各処理工程の詳細な説明は39ページ以降の「6　災害廃棄物の処理工程」で説明を行います。
５　「府民の健康に影響がない」とは
本指針における「健康に影響がない」とは、環境基本法で定める「大気汚染」、「水質汚濁」、「土壌汚染」、　「騒音」、「振動」、「地盤沈下」、「悪臭」に加え、「放射線」による人の健康又は生活環境に支障が生じず、人が　安心して暮らせることをいいます。
ここでいう生活環境とは、環境基本法（平成五年法律第九十一号）第二条第三項に規定する生活環境と同趣旨のもので、人の生活に密接な関係のある財産並びに人の生活に密接な関係のある動植物及びその生育環境を含めるものです。

＜環境基本法　抜粋＞
第2条（定義）
　 この法律において「公害」とは、環境の保全上の支障のうち、事業活動その他の人の活動に伴って生ずる相当範囲にわたる大気の汚染、水質の汚濁（水質以外の水の状態又は水底の底質が悪化することを含む。第十六条第一項を除き、以下同じ。）、土壌の汚染、騒音、振動、地盤の沈下（鉱物の掘採のための土地の掘削によるものを除く。以下同じ。）及び悪臭によって、人の健康又は生活環境（人の生活に密接な関係のある財産並びに人の生活に密接な関係のある動植物及びその生育環境を含む。以下同じ。）に係る被害が生ずることをいう。
なお、放射線についてはICRPが、一般公衆の線量限度を年間1ミリシーベルトとしていることから、この線量　　限度を十分に下回るよう監視を行うことで、府民の健康への影響について確認を行います。
〔運　用〕
震災では、大規模な津波により甚大な被害が発生するとともに、膨大な災害廃棄物が発生しました。国の　マスタープランでは、この災害廃棄物を平成26年3月までの3年で処理することとしており、被災地においては仮設焼却炉の新規設置、既設処理施設の活用など、県内での処理を可能な限り推進していますが、それでもなお、処理能力が不足するのが実情です（P.1「被災地の状況」参照）。
また、災害廃棄物を一時的に保管する仮置場では、腐敗・発酵による悪臭や火災の発生、害虫の大量発生　など、生活環境に支障が生じているため、広域処理による早期撤去・早期処理が求められています。
一方、被災地で発生した災害廃棄物を府が受入れし、府内で処理する際には府民の健康に影響がないよう　処理することが最重要事項となります。よって、受け入れる災害廃棄物の種類や処理方法、モニタリング方法など、災害廃棄物を適正に処理するために必要な事項を本指針で定めます。
なお、災害廃棄物の処理を支援する「被災地」については「岩手県」及び「宮城県」としますが、関西広域連合に　おける府のカウンターパートが岩手県であること、また、本指針を策定するための検討会議では岩手県の災害廃棄物を想定して検討を行ってきたことから、本指針の解説では岩手県の災害廃棄物の処理について記載することとします。

































〔趣　旨〕


　指針本文を定める趣旨等について記述しています。





〔解　説〕


　指針における用語等の基本的な解釈、条文を定めた根拠等について記述しています。





〔運　用〕


　指針を運用するために必要な事項等について、基本的な事項を記述しています。


詳細な内容等については、《参考資料》として巻末にも記載しているものもあります。
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